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情報公開･個人情報保護審議会 諮問・報告事項 
 

 

件

名 
観光資源情報検索システムの構築について 

 

 

内容は別紙のとおり 

 

 

条例の根拠 

 

【諮問】 

◇第16条第1項本文（電子計算機による個人情報の処理開発、変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（担当部課：文化観光産業部文化観光課） 
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事業の概要 

事業名 観光資源情報検索システムの構築 

担当課 文化観光課 

目 的 文化観光資源を活かした区内回遊性の向上 

対象者 国・都・区の指定・登録・地域文化財及びその他の区内観光資源の所有者、権原

に基づく占有者、保持者等 

事業内容 区内のパブリックアートをはじめとした魅力あるスポット等の新しい観光資源

を発掘するとともに、まちの記憶である文化歴史資源と併せ、観光資源情報検索シ

ステムを構築・運用することにより、新宿の多彩な観光資源を活かした区内回遊を

促進する。 

観光資源情報検索システムの運用により区内の多様な観光資源を容易に検索で

きるようにするとともに、検索システムと連動した地図表示により訪れてみたいと

いう区民等の思いを醸成する。 

なお、観光資源情報検索システムは、文化財観光資源 ID 番号により管理するも

のである。そのため、当該システムの構築においては、文化財観光資源 ID 番号に

対応する個人情報（所有者氏名（機関名）、住所、電話番号、メールアドレス）は、

委託業者に提供しない。 

また、対象とする文化財・観光資源は、区内の国・都・区の指定・登録文化財、

地域文化財、文化施設(博物館・美術館等）、坂道、パブリックアート等を想定して

いる。（約１,０００件を登録する予定） 
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別紙（個人情報処理システム開発・変更関係） 

◇電算開発等（第16条第1項本文関係）・・・諮問事項 

 

件名 観光資源情報検索システムの構築について 

 

保有課（担当課）  文化観光課 
登録業務の名称 観光資源情報検索システムの構築 

記録される情報項
目（だれの、どの
ような項目が、ど
このコンピュータ
に記録されるの
か） 

１ 個人の範囲 
  国・都・区の指定・登録・地域文化財及びその他の区内観光資源の所有者、権

原に基づく占有者、保持者等 
２ 記録項目 
  文化財観光資源ID番号、文化財・観光資源の所有者氏名（機関名）、住所、 

電話番号、メールアドレス 
 ※…上記各項目については、区のイントラネットシステム（ファイルサーバー）

のみに保管し、観光資源情報検索システムには、文化財観光資源ID番号のみ
を記録する。（外部結合は行わない。） 

３ 記録するコンピュータ 
① イントラネットシステム（ファイルサーバー）（情報システム課所管） 
② レンタルサーバー（外部業者にシステム保守委託） 

新規開発・追加・
変更の理由 

区内に存在する文化財等の多様な観光資源情報を新たに公開するホームページ上
で容易に検索できるシステムを構築し、利用者等の見てみたい、訪れてみたいとい
う思いを醸成し、観光資源を活かした区内回遊性の向上を図る。 

新規開発・追加・
変更の内容 

新宿区に関わる国・都・区の指定・登録文化財、地域文化財、区内文化施設（博
物館・美術館等）、坂道、パブリックアート、文化資源など様々な観光資源につい
て、電子データとして集約管理し、専用ホームページ（※）で情報発信・データ提
供する。 
※…専用ホームページでは、公開情報を検索できるデータベース、区所有の文化
財等の画像をコピーできる自由利用データ、訪れたい場所を表示できるフィー
ルドマップ、地域・分野等でコースを表示できる周遊コースガイドの機能を使
用することができる。 

開発等を委託する
場合における個人
情報保護対策 

１ 外部業者側レンタルサーバー上には、文化財・観光資源ID番号のみを記録する
ため、個人情報を取り扱う開発業務委託はない。なお、レンタルサーバーの情報
保護対策は下記のとおりである。 
①  ファイアウォール 
②  IPS（不正侵入防止システム） 
③  ウイルス対策 

２ 所有者氏名（機関名）、住所、電話番号、メールアドレスを記録する区のイン
トラネットシステム（ファイルサーバ）の主な個人情報保護対策は下記のとおり
である。 
① インターネットからの分割 
② ファイアウォール 
③ IPS（不正侵入防止システム） 
④ ウイルス対策 
⑤ 標的型攻撃対策ソフト等を活用した不正な通信検知・分析・遮断による情報

漏えい防止対策 
⑥ 電子証明書、ＩＤ・パスワード、生体情報による利用者認証 
⑦ 組織毎・利用者毎の情報へのアクセス制御（情報を利用できる職員を限定） 
⑧ 外部記録媒体（ＵＳＢメモリ等）の接続制限（外部への情報の持出し制限） 

新規開発・追加・ 
変更の時期 

 2019年６月：基本計画   
2019年７月：詳細設計   
2019年８月：開発 

 2020年１月：試験・レクチャー 
2020年４月～：公開・運用 

 


